
　第 64 回定時株主総会招集ご通知に際しての

　法令及び定款に基づくインターネット開示事項

　 連結株主資本等変動計算書 Ｐ 1

　

　 連結計算書類の連結注記表 Ｐ 2

　 株主資本等変動計算書 Ｐ11

　 計算書類の個別注記表 Ｐ12

　

　 株式会社平和堂
　

　

本内容は、法令及び当社定款第15条に基づき、インターネット上の当社ホームページ

（http://www.heiwado.jp/）に掲載しているものです。

　



連結株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年
２
２
月
月

21
20

日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020 年 ２ 月 21 日 残 高 11,614 19,748 135,814 △12,310 154,866

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 △1,835 　 △1,835

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 9,724 　 9,724

自己株式の取得 　 　 　 △1 △1

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 7,888 △1 7,887

2021 年 ２ 月 20 日 残 高 11,614 19,748 143,703 △12,311 162,754
　

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2020 年 ２ 月 21 日 残 高 1,324 1,607 170 3,101 2,106 160,075

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △1,835

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 　 　 9,724

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △1

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） △492 96 108 △287 △58 △346

連結会計年度中の変動額合計 △492 96 108 △287 △58 7,541

2021 年 ２ 月 20 日 残 高 831 1,703 278 2,813 2,048 167,616
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連 結 注 記 表
　
Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社は、下記の16社であります。

㈱エール ㈱ファイブスター ㈱ベストーネ ㈱ナショナルメンテナンス ㈱

ダイレクト・ショップ 加賀コミュニティプラザ㈱ 平和堂(中国)有限公司

舞鶴流通産業㈱ 湖南平和物業発展有限公司 ㈱ユーイング ㈱シー・オー・

エム 武生駅北パーキング㈱ 福井南部商業開発㈱ 富山フューチャー開発㈱

㈱ヤナゲン ㈱丸善

当連結会計年度において、連結子会社でありました㈱グランドデュークホテル

は清算により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

(2)非連結子会社は、㈱ベル他３社であります。
　

(3)非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益

(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書

類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。
　

　２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用していない非連結子会社は、㈱ベル他３社であります。
　

(2)持分法を適用していない非連結子会社は、当期純利益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。
　

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

(1)連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる子会社は、下記の２社でありま

す。

平和堂(中国)有限公司 12月31日

湖南平和物業発展有限公司 12月31日
　

(2)上記２社は、各社の決算日現在の計算書類に基づき連結しております。なお、

当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調

整を行っております。
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　４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの …… 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの …… 移動平均法による原価法

(ロ)たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法)

a 商品及び製品 主として売価還元法

b 原材料及び貯蔵品 主として最終仕入原価法
　

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)当社及び国内子会社

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) …………………… 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８～39年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ３～10年

無形固定資産(リース資産を除く) …………………… 定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してお
ります。
なお、リース取引開始日が2009年２月20日以前の所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理を引き続き採用しております。

長期前払費用 …………………… 定額法
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(ロ)在外子会社

定額法を採用しております。

(ハ)少額減価償却資産

当社

　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却す

　る方法を採用しております。

連結子会社

　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、支払時に全額費

　用処理しております。

(3)重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

(ハ)ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。

(ニ)利息返還損失引当金

将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を勘案

した必要額を計上しております。

(ホ)閉店損失引当金

店舗閉鎖等の意思決定が行われたため、将来発生が見込まれる損失額を計

上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として12年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。
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(5)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年間の定額法により償却しております。

(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の処理方法…税抜方式によっております。

Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記

　１．担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 247百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 214,970百万円

３．保証債務 95百万円
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Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：株)

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計
年度末株式数

発行済株式

　普通株式 58,546,470 － － 58,546,470

自己株式

　普通株式 6,096,888 605 － 6,097,493

（注）普通株式の自己株式の増加605株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　２．配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年
５月14日開催
定時株主総会

普通株式 944 18.00
2020年
２月20日

2020年
５月15日

2020年
10月１日開催
取締役会

普通株式 891 17.00
2020年
８月20日

2020年
11月２日

②当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議予定 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年
５月13日開催
定時株主総会

普通株式 1,101 利益剰余金 21.00
2021年
２月20日

2021年
５月14日

※2021年５月13日開催予定の定時株主総会の決議として、普通株式の配当に関する事項を

付議いたします。
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Ⅳ 金融商品関係

　１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、安全性の高い金融資産に限定して資金運用をしており、一

方、短期的な運転資金や設備投資計画に照らして必要となる資金は、主として

銀行借入により調達しております。投機的な取引は行わない方針です。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客又はクレジット会社の信用リス

クに晒されておりますが、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、

財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されておりますが、四半期毎に時価や発行体の財務状況を

把握することにより市場価格の変動リスクの軽減を図っております。

　長期貸付金は、主に店舗開設に係る貸付金であり、貸付先の信用リスクに晒

されておりますが、当該リスクについては、財政状況等の悪化による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。

　敷金及び保証金は、主に店舗の賃借に係るものであり、貸主の信用リスクに

晒されておりますが、当該リスクについては、財政状況等の悪化による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金・未払金及び未払費用・未払法人税等・

未払消費税等・預り金・商品券・設備関係電子記録債務は、主として６ヶ月以

内の支払期日であります。

　短期借入金は、運転資金の調達を目的としたものであります。長期借入金

（原則として５年以内）及びリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的

としたものであります。受入敷金保証金は、店舗のテナントへの賃貸によるも

のであります。これらについては、流動性リスクに晒されておりますが、当社

グループでは、各部署からの報告に基づき資金担当部門が適時に資金繰計画を

作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理し

ております。このうち一部（長期借入金）については、金利の変動リスクに晒

されておりますが、固定金利と変動金利を勘案しリスク軽減を図っております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。
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　２．金融商品の時価等に関する事項

　2021年２月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含ま

れておりません。（(注)２参照）
（単位：百万円）

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

(１) 現金及び預金 28,484 28,484 －

(２) 受取手形及び売掛金 6,162 6,162 －

(３) 投資有価証券 3,496 3,496 －

(４) 長期貸付金 ※１ 513 547 33

(５) 敷金及び保証金 19,623 18,741 △882

資 産 計 58,281 57,432 △849

(６) 支払手形及び買掛金 30,510 30,510 －

(７）短期借入金 16,696 16,696 －

(８) リース債務（１年内返済予定含む） 90 90 △0

(９) 未払金及び未払費用 12,111 12,111 －

(10) 未払法人税等 4,010 4,010 －

(11) 未払消費税等 1,664 1,664 －

(12) 預り金 12,117 12,117 －

(13) 商品券 2,650 2,650 －

(14) 設備関係電子記録債務 1,021 1,021 －

(15) 長期借入金 18,052 18,075 23

(16) 受入敷金保証金 8,732 8,327 △405

負 債 計 107,659 107,276 △382

※１ 長期貸付金の連結貸借対照表計上額は貸倒引当金300百万円を控除しております。

　(注)１ 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産
（1） 現金及び預金 （2） 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

（3） 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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（4） 長期貸付金

これらの時価については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を残存期

間に対応する国債の利回りに基づいた利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。

（5） 敷金及び保証金

これらの時価については、返還時期を見積り、将来キャッシュ・フローを国債

利回りに信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。
　

負債
（6） 支払手形及び買掛金 （7）短期借入金

（9）未払金及び未払費用 （10）未払法人税等 （11）未払消費税等

（12）預り金 (13) 商品券 （14）設備関係電子記録債務

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

（8） リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（15）長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、固定金利による

ものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値によっております。

（16）受入敷金保証金

これらの時価については、返還時期を見積り、将来キャッシュ・フローを国債

利回りに信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。
　

　(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 390

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有

価証券」には含めておりません。
　

　(注)３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内
1年超 5年超

10年超
5年以内 10年以内

現金及び預金 28,484 － － －

受取手形及び売掛金 6,162 － － －

敷金及び保証金 367 1,664 1,675 1,214

合 計 35,014 1,664 1,675 1,214
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　(注)４ 長期借入金、リース債務の返済予定額
（単位：百万円）

1年以内
1年超 2年超 3年超 4年超

5年超
2年以内 3年以内 4年以内 5年以内

長期借入金 6,896 5,926 4,945 6,180 1,000 －

リース債務 36 34 18 0 － －

合 計 6,933 5,961 4,964 6,181 1,000 －

　

Ⅴ 賃貸等不動産関係

　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、滋賀県その他の地域において、主に店舗用の建

物を有しており、一部テナントに賃貸しております。

　2021年２月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は7,242百万円

（賃貸収入は営業収入、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であり

ます。

　２．賃貸等不動産の時価等に関する事項
　 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度

末の時価
当連結会計 当連結会計 当連結会計

年度期首残高 年度増減高 年度末残高

30,742 1,421 32,163 23,756

(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金

額であります。

２ 当期増減額のうち、主な増加額は店舗改装(639百万円)であり、主な

減少額は減価償却費(983百万円)であります。

３ 当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による鑑定及び「不動産鑑

定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

Ⅵ １株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 3,156円74銭

２．１株当たり当期純利益 185円41銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年
２
２
月
月

21
20

日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2020年２月21日残高 11,614 19,017 19,017 2,168 1,104 107,350 10,950 121,573

事業年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △1,835 △1,835

当期純利益 　 　 　 　 　 　 9,486 9,486

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

圧縮積立金の取崩 　 　 　 　 △119 　 119 －

別途積立金の積立 　 　 　 　 　 5,000 △5,000 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － △119 5,000 2,769 7,650

2021年２月20日残高 11,614 19,017 19,017 2,168 985 112,350 13,720 129,224
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2020年２月21日残高 △12,310 139,894 1,323 1,323 141,218

事業年度中の変動額

剰余金の配当 　 △1,835 　 　 △1,835

当期純利益 　 9,486 　 　 9,486

自己株式の取得 △1 △1 　 　 △1

圧縮積立金の取崩 　 － 　 　 －

別途積立金の積立 　 － 　 　 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 △493 △493 △493

事業年度中の変動額合計 △1 7,649 △493 △493 7,156

2021年２月20日残高 △12,311 147,544 830 830 148,374
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個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの ………… 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………… 移動平均法に基づく原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法)

商品 ………………………… 売価還元法

ただし生鮮食料品は最終仕入原価法

貯蔵品 ……………………… 最終仕入原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)……………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８～39年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ３～10年

(2)無形固定資産(リース資産を除く)……………………定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）による定額法を採用しております。

(3)リース資産

　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。
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　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しており

ます。

なお、リース取引開始日が2009年２月20日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を引き続き採用しております。

(4)長期前払費用……………………定額法

(5)少額減価償却資産………………取得価額が10万円以上20万円未満の資産につい

ては３年均等償却する方法を採用しております。

　３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

(3)ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用に備えるため、当事業

年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。

(4)利息返還損失引当金

将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を勘案し

た必要額を計上しております。

(5)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。
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(6)閉店損失引当金

店舗閉鎖等の意思決定が行われたため、将来発生が見込まれる損失額を計上

しております。
　

　４．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年間の定額法により償却しております。
　

　５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2)消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

６．表示方法の変更に関する注記

(損益計算書)

　 前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「関係会社支

援損」については、金額的重要性が高まったため、当事業年度より独立掲記

しております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 175,775百万円

２．保証債務 1,722百万円

３．関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 4,383百万円

長期金銭債権 6,625百万円

４．関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 5,986百万円

長期金銭債務 1,930百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引

売上高 8,868百万円

不動産賃貸収入及びその他の営業収益 2,886百万円

仕入高 30,375百万円

販売費及び一般管理費 6,645百万円

営業取引以外の取引高 1,138百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：株)

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式

　普通株式 6,096,888 605 － 6,097,493

　合計 6,096,888 605 － 6,097,493

（注）普通株式の自己株式の増加605株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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Ⅴ 税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　 賞与引当金 347百万円

　商品券販売 70百万円

　未払事業税等 225百万円

　ポイント引当金 1,311百万円

　貸倒引当金 259百万円

　退職給付引当金 2,407百万円

　 投資有価証券評価損 95百万円

　減損会計適用分 2,896百万円

　役員退職慰労金未払額 43百万円

　減価償却超過 4百万円

　資産除去債務 964百万円

その他 671百万円

　繰延税金資産小計 9,297百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,675百万円

　繰延税金資産合計 6,622百万円

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △431百万円

　有形固定資産（資産除去債務等） △1,311百万円

　 その他有価証券評価差額 △363百万円

　 繰延税金負債合計 △2,106百万円

繰延税金資産の純額 4,515百万円

Ⅵ リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．当該事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 98百万円

２．当該事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 89百万円

３．当該事業年度の末日におけるリース物件の減損損失累計額相当額 －百万円

４．当該事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 11百万円
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Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

　(1)当社の子会社及び関連会社等

種
類

会社等の名称 所在地
資本金または
出資金(百万円)

事業の
内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子

会

社

富山フューチャー
開発株式会社

富山県
富山市

600
小売周辺
事 業

(所有)
直接66.8
(被所有)
直接―
間接―

不動産賃貸借
資金の援助

― ― 貸付金 7,700

(注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
取引については、市場価格を勘案して決定しております。

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　
　(2)役員及び主要株主等

種 類
会社等の名称

または氏名
所在地

資本金または
出資金(百万円)

事業の
内容
または
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社(当該
会社の子
会社を含

む)

株式会社
ピース＆グリーン

滋賀県
彦根市

5
不動産賃貸
及び管理等

(所有)
―

(被所有)
直接3.7
間接 ―

不動産賃貸借
人材派遣
役員の兼任

賃借料等 221 差入敷金 346

人材派遣等 295 未払費用 25

給与の立替払い 283 未収入金 22

(注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　 取引については、市場価格を勘案して決定しております。

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
３．株式会社ピース＆グリーンは、当社代表取締役会長執行役員夏原平和及びその近親者が
　 議決権の過半数を保有しております。

　
　

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,828円93銭

２．１株当たり当期純利益 180円87銭
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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